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	第１節　計画の目的
	　


１　計画の目的

　　この計画は、災害対策基本法（昭和36年法律第223号）第42条及び松川村防災会議条例（昭和38年松川村条例第31号）第２条の規定に基づき、松川村防災会議が作成する計画であって、村、関係機関、住民等がその全機能を発揮し、相互に有機的な関連をもって、村の地域に係る災害予防対策、災害応急対策、災害復旧・復興対策を実施することにより、村域における土地の保全と住民の生命、身体及び財産を保護することを目的とする。

　【国、県及び松川村の防災会議並びに防災計画の体系】


２　計画の基本方針

　　松川村は、北西部に北アルプス連峰がそびえ、高瀬川、乳川、芦間川、穂高川に囲まれた平坦な農村地帯という自然条件と、高齢化の進行という社会状況の変化に対応した防災対策を講じることが求められている。村は、防災対策を行うに当たっては、県、防災関係機関、住民と一体になって最善の対策をとるものとする。特に、災害時の被害を最小化する、いわゆる「減災」を基本方針とし、たとえ被災しても人命を守ることを最重視し、また、経済的被害ができるだけ少なくなるよう、対策の一層の充実を図る。

　(１)　防災対策の実施

　　　防災対策の実施に当たっては、次の事項を基本とし、村、県、その他関係機関及び住民がそれぞれの役割を認識しつつ、一体となって最善の対策をとるものとする。

　　ア　周到かつ十分な災害予防

　　　(ア)　起こり得る災害及びその災害によって引き起こされる被害を的確に想定し、それに対する可能な限りの備えを行うものとする。また、一つの災害が他の災害を誘発し、全体としての災害を大きくすることを意識し、より厳しい事態を想定した対策を講じるものとする。

　　　(イ)　災害の規模によっては、ハード対策だけでは被害を防ぎきれない場合もあることから、ソフト施策を可能な限りすすめ、ハード・ソフトを組み合わせることが必要である。

　　　(ウ)　住民一人ひとりが防災に対する意識を高め、自らの命と生活を守れるよう、住民の自助能力の向上を後押しする。また、住民等の協働による組織・団体が積極的に地域を守るような社会の構築を推進する。

　　　(エ)　企業・組織の事業継続や供給網の管理、保険制度や相互支援の取組等を通じて、災害リスクにしたたかな市場の構築を推進する。

　　　(オ)　災害予防段階における基本方針は以下のとおりである。

　　　　ａ　災害に強いむらづくりを実現するための、主要交通・通信機能の強化、村土保全事業及び市街地開発事業等による災害に強い村の形成、並びに住宅、学校や病院等の公共施設等の構造物・施設、ライフライン機能の安全性の確保等

　　　　ｂ　災害を予防するための、安全対策の充実

　　　　ｃ　住民の防災活動を促進するための防災思想・防災知識の普及、防災訓練の実施、並びに自主防災組織等の育成強化、ボランティア活動の環境整備、企業防災の促進等

　　　　ｄ　予知・予測研究、工学的、社会学的分野の研究を含めた防災に関する研究の推進及び観測の充実・強化並びにこれらの成果の情報提供及び防災施策への活用

　　　　ｅ　発災時の災害応急対策、その後の災害復旧・復興を迅速かつ円滑に行うための事前の体制整備、施設・設備・資機材等の整備・充実、食料・飲料水等の備蓄、防災訓練の実施等

　　イ　迅速かつ円滑な災害応急対策

　　　(ア)　迅速かつ正確な情報収集・伝達・共有を可能とする平時からの備え・訓練を行い、的確に状況を把握・想定し、適時に判断・対応できるようにする。

　　　(イ)　被災者のニーズの変化や多様性に柔軟かつ機敏に対応する。

　　　(ウ)　災害応急段階における基本方針は以下のとおりである。

　　　　ａ　災害発生の兆候が把握された際の警報等の伝達、住民の避難誘導及び災害未然防止活動

　　　　ｂ　発災直後の被害規模の早期把握、災害情報の迅速な収集及び伝達、通信手段の確保、災害応急対策を総合的、効果的に行うための関係機関等の活動体制及び大規模災害時における広域応援体制の確立

　　　　ｃ　被災者に対する救助・救急活動と負傷者に対する迅速かつ適切な医療活動

　　　　ｄ　円滑な救助・救急、医療並びに消火活動及び被災者に緊急物資を供給するための、施設の応急復旧、交通規制、障害物除去等による交通の確保、並びに優先度を考慮した緊急輸送

　　　　ｅ　被災者の安全な避難場所への誘導、避難場所の適切な運営管理、応急仮設住宅等の提供等避難収容活動、被災者等への的確な情報伝達

　　　　ｆ　被災者の生活維持に必要な食料・飲料水及び生活必需品等の調達、供給

　　　　ｇ　被災者の健康状態の把握、並びに必要に応じた救護所の開設、仮設トイレの設置、廃棄物処理等の保健衛生活動、防疫活動、並びに迅速な遺体の処理等

　　　　ｈ　防犯活動等による社会秩序の維持、物価の安定・物資の安定供給のための施策の実施

　　　　ｉ　災害発生中にその拡大を防止するための消火・水防等の災害防止活動、被災者の生活確保や地域の産業活動の維持に資するライフライン、交通施設等の施設・設備の応急復旧、二次災害の防止

　　　　ｊ　二次災害の危険性の見極め及び必要に応じ住民の避難、応急対策の実施

　　　　ｋ　ボランティア、義援物資・義援金の適切な受入れ

　　ウ　適切かつ速やかな災害復旧・復興

　　　(ア)　被災地域の特性等を踏まえ、よりよい地域社会を目指した復旧・復興対策を推進する。

　　　(イ)　災害復旧・復興段階における基本方針は以下のとおりである。

　　　　ａ　被災地域の復旧・復興の基本方向の早急な決定と事業の計画的推進

　　　　ｂ　被災施設の迅速な復旧、そのための広域応援

　　　　ｃ　再度災害の防止とより快適な都市環境を目指した防災むらづくり

　　　　ｄ　迅速かつ適切な災害廃棄物処理

　　　　ｅ　被災者に対する資金援助、住宅確保、雇用確保等による自立的生活再建の支援

　　　　ｆ　被災中小企業の復興等、地域の自立的発展に向けての経済復興の支援

　　　(ウ)　村は、県、防災関係機関と、互いに連携をとりつつ、これら災害対策の基本的事項について推進を図るとともに、防災機関間、住民等の間、住民等と行政の間で防災情報が共有できるように必要な措置を講ずるものとする。

　(２)　村及び関係機関等が行うべき事項

　　　村及び関係機関等は、緊密な連携のもと、人命の安全を第一に、次の事項を基本とし、必要な措置を講ずるものとする。

　　ア　高齢者、障害者、児童、傷病者、外国籍住民、乳幼児、妊産婦などの災害対応能力の弱い者（以下「災害時要援護者」という。）や女性を含めた多くの住民の地域防災活動への参画

　　イ　地域における生活者の多様な視点を反映した防災対策の実施により地域の防災力向上を図るため、防災会議の委員への任命など、防災に関する政策・方針決定過程及び防災の現場における女性や高齢者、障害者などの参画を拡大し、男女共同参画その他の多様な視点を取り入れた防災体制を確立

　(３)　住民が行うべき事項

　　　住民は、「自分の命は自分で守る」との認識のもと、地域、職場、家庭等において互いに協力し合い、災害時を念頭においた防災対策を常日ごろから講じるものとする。
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